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4長岡大学の鯉江でございます。日頃は私ども地域研
究センターの活動にご協力頂きましてありがとうござ
います。この場をもってお礼申し上げます。
最初に、私の方から、「開業率・廃業率および雇用
カバー率の地域間比較」について報告させていただき
ます。地域間比較を行うということは、地域をどのよ
うに定義するかというのが重要になります。ここでは
「図表１　地域区分の想定」を見ていただきたいので
すが、農業と製造業の特化係数をもとに６つの地域区
分をしております。ここで、特化係数は、例えば農業
について言いますと、全国の農業就業者の産業別構成
比を分母にとり、各地域の農業就業者の産業別構成比
を分子にとったときの比でございます。この比が1.0を
超えていれば、その地域は農業に特化しているという
わけです。ここでは、農業については、分母に全国の
構成比と全国の市区のみの構成比を採用した特化係数
を計算しております。
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　農業特化係数は平成12年国勢調査の市区町村別産業別常住地就業者数を用いて作成した。全国シェア（全市区町村）
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5新潟県の20市の地域区分の結果は図表２のとおりで
す。ちなみに長岡、三条、柏崎、見附、村上、燕が中
間部工業集積地域といわれる地域になります。農村部
工業集積地域としては新発田、小千谷、加茂、十日町、
栃尾、新井、五泉、白根が入ってきます。都市部工業
非集積地域が新潟市であり、いわゆる大都市といわれ
るところです。さらに、上越市は中間部工業非集積地
域となります。農村部工業非集積地域には新津、糸魚
川、両津、豊栄の各市が位置づけられます。若干違う
かなというところもありますが、おおむね合っている
のではないかというような印象は持っております。
続いて、分析対象となる開業率・廃業率および雇用
カバー率の定義をしておきます。図表３をご覧くださ
い。指定統計のなかに、事業所・企業統計調査という
ものがありまして、それの平成８年から11年の開業事
業所数割ることの平成８年の事業所数が開業率です。
ここで、割る2.75をしているのは、平成８年調査が10
月で平成11年調査が７月の関係で月数を考慮して年率
に換算するためです。これに100を掛けてパーセント
表示することによって開業率をあらわしています。廃
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図表２　新潟県内20市の地域区分結果�
図表３　開業率・廃業率および雇用カバー率の定義�
開業率・廃業率および雇用カバー率は、「事業所・企業統計調査」をもとに、次のように定義した。
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　　注）2.75で割っているのは、平成８年調査が10月で、平成11年調査が７月であるため、月数を考慮した年換算にするためで�
　　　ある。
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（２）雇用カバー率
　雇用カバー率は、減少した従業者数を、開業や既存事業所がどれだけ吸収できるかを計算したもので、存続事業所の従業
者数が増加している場合と減少している場合で、定義が若干異なる。
　①平成８年～平成11年の存続事業所従業者数が増加している場合
 
　②平成８年～平成11年の存続事業所従業者数が減少している場合
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6業率も同様に年率換算で示しております。もう一つ重
要な変数が雇用カバー率になりますが、雇用カバー率
は減少した従業者数を開業や既存事業所がどれだけ吸
収できるかを計算したものです。それは、存続事業所
の従業者数が増加している場合と減少している場合
で、若干定義が異なります。実際には、この期間はほ
とんどの地域で従業者数は減少しております。
図表４と図表５は、製造業の地域区分別開業率・廃
業率および雇用カバー率を整理したものです。
図表４の横軸は開業率でございます。製造業の地域
区分別開業率を見ますと、工業集積地域のほうが製造
業の開業率が高いと断定することは出来ないというこ
とがいえます。現実は工業集積地のほうが工業非集積
地域よりも低くなっております。つまり製造業がたく
さんある地域のほうが立地しやすいのかというと、必
ずしもそういう結果になっていないというのが一つ特
徴的なところです。これに対して工業集積地域、工業
非集積地域別に都市部、中間部、農村部の製造業の開
業率を比較しますと、都市部が高く農村部が低くなっ
ております。これは一般的に言われている都市部のほ
うが開業・廃業が盛んであるということの裏づけにな
るかと思います。
次に図表４を縦軸に沿って見ていただきたいと思い
ます。縦軸は廃業率を表しておりまして、上へ行けば
行くほど廃業率が高いということになります。それぞ
れ都市部、中間部、農村部ごとに分けていただいて工
業集積地域、工業非集積地域の製造業の廃業率を比較
していただくと、明らかに工業集積地域のほうが廃業
率が低い結果になっています。たとえば長岡などが入
っている中間部工業集積地域を縦に見ていくと、4.6％
となっております。しかし中間部工業非集積地域での
製造業の廃業率を見ると5.7％です。先ほど工業集積地
域のほうが開業率は低いということを述べましたが、
廃業率はあきらかに少ないというのが調査した結果で
す。また工業集積地域、工業非集積地域ごとに廃業率
を比較しますと、都市部が最も廃業率が高くて、中間
部、農村部の順になっていると言えます。
図表５は横軸に開・廃業率格差、縦軸に雇用カバー
率をとったものです。したがって右上に行けば行くほ
ど雇用カバー率および開･廃業率格差が順調な地域で
あるということです。ただ残念ながらこの期間の開廃
業率格差はすべての地域でマイナスですので、ゼロに
近いマイナスが少なかったということになるわけで
す。製造業の地域区分別開･廃業率格差と雇用カバー
率を見ますと、中間部工業集積地域および農村部工業
集積地域が相対的に良好な結果が得られているといえ
ます。つまり中間部工業集積地域および農村部工業集
積地域については製造業は比較的がんばっているのだ
ということです。これに対して縦軸だけ見ていただく
と都市部工業非集積地域および都市部工業集積地域と
いう都市部では製造業の再雇用が非常に難しい状況に
なっているということが言えます。実際、都市部工業
非集積地や都市部工業集積地域の雇用カバー率は25％
を下回っております。つまり１人の人が職を失うと再
雇用されるのは４人に１人ぐらいであると、トータル
で、マクロで見るとそういうことが言えます。都市部
の製造業は非常に厳しい状況にあるということが言え
ます。これに対して、農村部および中間部工業集積地
域での雇用カバー率が相対的に高い結果となっており
ます。このことは明言できないのですが、地域におけ
る人的ネットワークの相対的強さの表れとも考えられ
ると思っております。これらについては今後の課題で
あるとともに今日紹介するアンケートの中からもいく
つかそれらしいような結果が見られております。
このような状況にあるということを念頭において、
「都市部と農村部における経営風土の違いに関する分
析」結果の報告を、原から順次お願いしたいと思いま
す。では原先生の方からお願いします。
図表４　地域区分別開業率と廃業率の関係（製造業）�
3.0
3.5
4.0
4.5
5.0
5.5
6.0
6.5
7.0
0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0
開業率（％）
都市部工業非集積
中間部工業非集積
農村部工業非集積
都市部工業集積
中間部工業集積
農村部工業集積
廃
業
率
（
％
）
20
25
30
35
40
-5.0 -4.0 -3.0 -2.0 -1.0 0.0
開・廃業率格差（％）
都市部工業非集積
中間部工業非集積
農村部工業集積
図表５　地域区分別開・廃業率格差と雇用カバー率の関係（製造業）�
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